
２ 一般会計・特別会計実質収支

 うち地方

 歳 入 総 額  歳 出 総 額  歳入歳出  実質収支額  自治法第

差引額  233条の2

 継続費 繰  越 事　故  　　計  の規定に

 逓　次 明許費 繰越し  よる基金

 　　　　　Ａ  　　　　　Ｂ    Ｃ (A-B)  繰越額 繰越額 繰越額  　　　　Ｄ  　Ｅ (C-D)  繰入額

605,111,133 602,309,503 2,801,630      － 2,400,755 193,586 2,594,341 207,289 103,645

 競輪事業 17,998,316 17,866,966 131,350  　　－  　　 －  　　－  　　 － 131,350  　　　－

 卸売市場事業 4,265,987 4,265,987 0  　　－  　　 －  　　－  　　 － 0  　　　－

特  国民健康保険事業 150,787,835 149,497,202 1,290,633  　　－  　　 －  　　－  　　 － 1,290,633  　　　－

 母子父子寡婦福祉 888,820 440,913 447,907  　　－  　　 －  　　－  　　 － 447,907  　　　－

    資金貸付事業

 後期高齢者 13,520,954 11,968,188 1,552,766  　　－  　　 －  　　－  　　 － 1,552,766  　　　－

別
        医療事業

 公害健康被害 257,337 111,104 146,233  　　－  　　 －  　　－  　　 － 146,233  　　　－

        補償事業

79,541,416 78,579,088 962,328  　　－  　　 －  　　－  　　 － 962,328  　　　－

2,515,849 2,379,479 136,370  　　－ 124,572  　　－ 124,572 11,798  　　　－

 会 96,059 96,059 0  　　－  　　 －  　　－  　　 － 0  　　　－

        共済事業

488,153 236,231 251,922  　　－ 108,465  　　－ 108,465 143,457  　　　－

524,743 317,504 207,239  　　－ 6,303  　　－ 6,303 200,936  　　　－

   ゴルフ場事業

 計 471,732 471,732 0  　　－  　　 －  　　－  　 　－ 0  　　　－

      取得等事業

209,360,250 209,360,250 0  　　－  　　 －  　　－  　　 － 0  　　　－

　実質収支      形式収支（歳入歳出差引額）から翌年度繰越事業費等に充当されるべき財源を差し引いた実際の当年度の

　　　　　　　　収支を明らかにするものである。

 公債管理

 墓地整備事業

 生田緑地

 公共用地先行

 　翌年度へ繰り越すべき財源

 一般会計

 港湾整備事業

 勤労者福祉

 介護保険事業

区　　　　分


